
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

目標に対
する成果
の状況

　外国籍県民が主体となった団体については、行政と外国籍県民とをつなぐキーパーソンを育成する事業やバイリンガル日本語講師養成事
業等を通じ、目標としていた２団体を登録した。
　くらしのサポーター相談件数は4,700件で、目標に届かなかった。これは、大きな法令改定や災害が比較的少なく、経済も安定していたた
め、相談件数が抑えられたことと、相談内容が汎用性のある内容だった場合、相談内容や解決方法をSNS等を通じて広報するなど工夫を重ね
たためである。
　バイリンガル日本語指導者育成事業は、開催地域の協力もあり、45名の申込があった。うち41名の修了生を輩出できた。

 概算事業費（B（A）+C） 56,961 34,402 33,472

19,785 19,785

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

2,786 2,951

概　算
人件費

2.50 2.50 2.50

20,690

36,271 14,617

1,000 1,000

Aの
財源

16,887 13,687

32,859 2,419 2,352

11,738 11,517 11,335

合計（A) 47,383

一部
委託

外国籍県民の日本語学習を支援することを通じて、子育て等にお
いて必要な知識の習得を促進（委託先：(公財）長野県国際化協
会）

2,951

成果目標・
事業内容

多文化共生推進事務費 直接
国、県、市町村や関係団体が情報交換や意見交換を行い、連携
して多文化共生の推進に取り組む

外国籍県民からの生活相談に多言語で対応する母国語相談員
（くらしのサポーター）の配置

9,893

外国籍児童就学支援プロジェ
クト推進事業

負担金

多文化共生くらしのサポー
ター設置事業

負担金

多文化共生のためのキー
パーソン育成事業

直接
災害時における県、市町村等関係機関の連携体制強化及び通訳
ボランティア等支援人材の養成

1,000

４　国際化の推進 実施期間 H13 ～

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
【左記の説明、根拠法令等】

県は広域的な課題への対応や一市町村ではできない施策を行うとともに、行政サービスの主体の一
つとして事業を実施する責務がある。

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail kokusai@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
２－２　協働、人権尊重、男女共同参画社会の実現

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施中

人口定着・
確かな暮
らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針

事業番号 04 05 06 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 多文化共生推進事業費 担
当
課

部局 県民文化部

課・局・室 国際課

-1,336

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

18,223 13,687

29年度

当初予算 47,383

合計

経済的に困難な状況にある外国籍児童生徒に対する就学支援、
外国籍・外国にルーツを持つ児童生徒に対する日本語教室への
支援

項目 実施方法 H28事業実績

日本語学習支援事業

4,811件 4,829件 5,000件

成果目標の達成状況

項目 H26末

3団体 達成

成果 達成状況

3団体

未達成4,700件 5,000件

2団体 2団体
補正予算

18,223 14,617

41人 達成 -

H27末
目標

2団体

13,687

（単位：千円）　

H28 H29

（当初） （決算） （当初）

604 464 436

2,086 0

2,354

9,893 9,897

２－(３) 知の集積と教育の充実
ア　魅力ある高等教育の充実
（イ） 産学官連携による県内大学の教育・研究の充実と県内就職率の向上

４－(２)信州に根付くつながりの継承
（ウ）文化・芸術・スポーツ活動等による地域の活性化

30人 19人 25人
バイリンガル日本語指導者育成
講座修了者

くらしのサポーター相談件数

外国籍県民が主体となった助け
合い活動等を行う団体数

国籍や文化の違いを尊重し合い、誰もが参加し、協働して多様性を活用した豊かな地域を創造する
（長野県多文化共生推進指針　多文化共生社会を実現するための基本目標）
　成果目標：外国籍県民が主体となった助け合い活動等を行う団体数　0団体（H24）→10団体（H29）
　　　　　　　　　（行政と連携し、災害時の情報伝達や文化交流等の活動を行う団体数　各広域に1団体として設定）

○平成26年12月末現在の県内に在住する外国人の数は29,789人で、経済環境の悪化などから減少しているものの、永住資格の取得が伸び
ており（H17／5,742人→H26／12,344人）、全体の約４割を占めるなど、外国籍県民の定住化が進んでいる。
○母国の言語、文化、諸制度との違いなどから、外国籍県民が安心して暮らしていく上で、教育、労働をはじめ、様々な課題を抱えている。ま
た、コミュニケーション能力の不足により、就学や進学が困難になるなどの課題が顕在化している。
○行政からの一方的な施策だけでなく、外国籍県民自らが主体となり生活上の課題解決を図る活動を支援するなど、当事者を巻き込んだ施
策の展開が必要であり、今後、活動の担い手となる外国籍県民キーパーソンの育成、活動の促進、行政との連携を進めていく必要がある。
○平成27年3月には、今後の長野県の多文化共生推進の道標となる長野県多文化共生推進指針を策定し、施策を実施している。

○外国籍県民が主体となった助け合い活動等を行う団体数　2団体（25年度からの累計8団体　5年間で10団体の予定）
○多文化共生くらしのサポーター（母国語相談員）相談件数　5,000件（過去10年平均相談件数4,501件）
○日本語学習支援事業により、バイリンガル日本語指導者育成講座の修了者　25名（H26長野市開催30名、H27安曇野市開催19名の平
均）

Ｈ28 H29
目標

3,775 1,174

施策展開



２　今後の事業の方向性

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

　外国籍県民の定住化に伴い、福祉、医療及び年金等に係る相談や要望がより複雑になってきている。今まで育成してきたキーパーソン、外
国籍支援機関、市町村等とのネットワークを強化し、協働することで、外国籍県民への支援を一層推進していく。
　また、日本語学習支援については、生活に必要な日本語教室が県内各地で開催されるよう長野県国際化協会の取組を応援していく。


